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はじめに

東日本大震災に際するいわゆる釜石の奇跡は、

普段からの防災教育の必要性と有効性を広く認識

させた。群馬大学の片田敏孝教授が、子供の素直

さに着目して、とくに小学生の教育に努力を集中

されたことが功を奏した。人を見て法を説けとい

うことわざがあるが、その成功例であるに違いな

い。社会の行政、政治、あるいは町内会など自治

組織を動かしているのは大人だが、一般の大人は

日常の生活や業務に忙しく、何時くるか分らない

災害にまで気が回らない。さらに 「正常化バイア

ス」が働き、ともすれば被災リスクを小さく見が

ちである。中には被災経験のある者もいるが、経

験がかえって仇となる例は、東日本大震災津波被

災に少なくなかった。

一人でも多くの人々が、災害と防災について正

鵠な認識を持ち、適切な判断を下す力を持ってい

なければ、防災どころか、災害発生 ・拡大の社会

的要因形成を防ぐことは出来ない。それは、きわ

めて多岐にわたる問題である。では、産業保健に

関係しては何が知られていなければならないか。

それが小論に求められている課題かと思われる。

一口に災害と言っても多種多様である I）。 その
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それぞれについて、教育問題を論述することは、

紙数を要しすぎて難しし、。小論では、一つには、

多様な災害の全体に通じ、かっ、これまであまり

取り上け、られていないと思われる（筆者が思う）基

本的・根底的問題について論考を試みることにす

る。また、地震、津波、洪水など、相対的に数多

く発生し、大きな被害を生ずる災害について、そ

れぞれ少数の具体例を挙げ、教育、学習の課題に

関連して注目すべき問題を指摘、説明する。

防災教育と言えば、まず自助、共助、公助の重

要性や、それにかかわる社会教育の問題をとり上

げるべきかも知れなし、。しかし、これまでに、お

びただしい著作やマスコミによって解説、強調さ

れているので、小論で一般的に繰り返す必要はな

いと考える。医療保険にかかわる問題としては、

犠牲者を一人でも少なくする上で、救急のあり方

が最も問題であろう。「防災教育」 と言う とき、救

急や介護に関わる技術の教育を思い浮かべる人が

多いかも知れなし、。しかしそれは筆者の扱いうる

テーマではない。

防災教育の必要性と現状

一基本問題

日本は災害大国である。また、1900年代後半か



ら、日本列島だけでなく、どうやら環太平洋の規

模で、大きな地震が多発する時期に入っている。

このことは、今や、国民の大多数の共通認識となっ

ていると言えるだろう。日本列島では、何を計画

するにあたっても、災害が起こることを想定し、

対策を練っておかなければならない。

日本一国の経済を破綻させるに足る超巨大自然

災害が、この数10年内には必ず起こる。早ければ

今年中かも知れない。種類の違う災害が複合し、

あるいは続けて発生することもあり得る。そのた

めの情報と方策の調査 ・研究を緊急に、深めなけ

ればならなし、。そのような場所と危機的時期に生

活し、 産業活動を含む社会的行動を行っているこ

とが、広く日本列島居住者に自覚してもらえるか

どうかに、子や孫達の命運がかかっている。

少なからぬ科学者、有識者がこのことを必死に

警告し、対策を提言している。しかし現実の日本

列島では、対策が不足しているどころか、 災害の

危険を造り、拡大するような“開発”が、ときに

は防災目的と称して進められている。このような

情況では、日本は、発展途上国ではなく、「滅亡途

上国」への道を突き進んでいると言って過言では

なし、。我々は、 今、いったん止まってでも、なす

べきこと、しではならぬことを見極め、なすべき

ことの順位を考え直す必要がある。

建前と本音という言葉があるO 防災や防災教育

にも、これがある。大規模災害から国民の生命 ・

財産を守るために国土を強靭化しようということ

で、法案も準備されている。ところがその内実を

見ると、不要、不急の事業との批判がある新名神

高速道路その他の道路や、リ ニア新幹線、各地の

ダムなどの建設が、今、急ピ ッチで進められてい

る。さらに、調査も一度中止された海峡道路の建

設までが、国家および社会の重要な機能の代換性

の確保の名の下に復活しつつある。その極端な例

が東京への、しかも8月開催を予定してのオリン

ピック誘致や、原発の再稼働計画である。 災害リ

スクは、おそらく意識的に、無視されている。こ

れらが、現政権の、「アベノミクス」の一環である

ことは指摘するまでもない。

他方、たとえば、石油コンビナー トその他、企
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業の敷地、施設の地震・津波対策や、災害建築物、

ライフラインの耐震化、木造建築物密集地域の防

災力強化などの待ったなしの課題への対応は、財

源保障さえも明確にされていなし、。さらに、医療、

介護の資源の決定的不足、行革や合併推進による

行政機能 ・体制の低下など、まさに医療保険に直

接に関係して国が取り組むべき課題があやふやに

されている。

ちなみに、この場合、実は「本音」は秘匿され

ていない。「国際競争力の向上」と書かれている。し

かし、一方の 「国土強靭化」 の言葉の社会的「教

育」 力は大きし、。多くの国民は、この言葉に欺輔

され、ことの現実に気づいていない。「防災教育」の

「教育」と言う言葉は、この現実問題を言うのに

そぐわないが、ともかく、この現実こそが、医療

と保健に携わる人々を含めて、大人の社会人に報

知し、再検討を要請せねばならぬ基本的問題の第

ーであろう。

当面する災害リスクの具体例と
防災科学の実情

現在当面する緊急的問題を複数取り上げる。医

療、保健、福祉を護る立場からの検討をお願いし

fこし、。

明日でなくとも、し、っか必ず、発生する南海地震・

津波とそれによる被害については、多くの人々が、

すでに、 かなりの程度に聞き知っていることと思

われる。それで、ここでは全体的解説を避けるが、

大阪を含む関西での被災問題に限って、いくつか

注意を喚起しておきたい。

その一つは、大阪での津波対策が、市街の内部

を含め、始められたばかりで、ほとんどないに等

しいということである。現在、海岸に設置されて

いる防潮設備は基本的に高潮対策である。詳しく

は省略するが、小論の読者には、警告されている

津波の高さと海岸や河川の防潮堤の規模とを、現

地で、自らの眼で比較されることをお勧めする。

なお、普通の沖積平野は海に近いほど低平だが、

大阪でのゼロメートル地帯は埋め立て地の内側に

分布する 2）。そこには地震動で被害を受けやすい

軟弱地盤が発達する3）。近年、行政は、地震と津
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波の想定規模の専門的見直しに従い、浸水被害地

域を大阪平野全域にまで広げたが、津波が河川を

遡上することが充分考慮されていない。その規模

と性質にもよるが、津波が河内平野の奥深くまで

侵入することを予想し、市民に警告、周知しなけ

ればならない。もちろんこれは、医療や保健活動

の地域的あり方にもかかわる問題である。

第二の例として、琵琶湖淀川水系の中流域に

あたる、宇治川流域の水害問題を紹介する。 2013

年9月の台風18号に伴う豪雨の際に、宇治川堤防

が破堤の危機に瀕したことが、調査によって明ら

かとなった。この堤防が決壊すれば、巨椋池干拓

地が広く元の池に戻るところであった。

一般には、洪水が堤防を越えれば堤防は破堤す

ることが知られているが、2013年の宇治川洪水の

場合には、堤防の横腹に水みちを生じ （パイピン

グ勺、また、堤防の下にある昔の川の跡を通って

も、漏水が起こった5）。

なお、台風18号の豪雨では、字治川の支川域の数

カ所で、内水災害が起こった。その経過は、ポン

プの排水能力を増強しでも、内水被害は必ずしも

無くならず、軽減もしないことを証明した。本川

の水位が危険水位になれば、支JI！からの排水は止

めざるを得ないからである。これは、字治川、ひ

いては淀川の、これまでの河川整備計画が破綻し

たことを意味する。

この例は、南海地震・津波ほどではないにせよ、

広範な地域の住民の生命、健康、生活を根こそぎ

奪う大きさになりうる災害の リスクである。至急、

今年（2014年）の雨期までに、実効ある具体的対策

が実施されねばならなし、。しかも、このことが今

年中にも起こりうることが、行政から未だ住民に

知らされていないことは、重大である。

ちなみに、悪いことはしばしば重なって起こる。

地震、津波、高潮、豪雨による洪水が同時に起こ

ることがあり得る。たとえば、阪神 ・淡路大震災

の際には、これを起こした兵庫県南部地震の地震

動よって、淀川右岸の地盤が液状化を越したため

に堤防が崩れたへつまり、地震によって大洪水

被害が起こ りうるということである。なお、これ

らの災害には、必ずと言ってよいほど火災を伴う。
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火事は、しばしば海からくる。筆者が以前から警

告しているのは、和歌山市街が、津波によるLp 

ガス輸送船のガスタンク岸壁衝突によって火の海

になる可能性である。岸壁についている大型船舶

というものは、津波警報が出ても、 2' 3時間のう

ちに安全な沖合に待避できる保障はない 7)。これ

はハードでなく、ソフ ト体制の盲点の問題である。

ソフ ト体制の問題と言えば、現在の防災科学の問

題点の一つ、あえて言えば欠陥に触れておこう。

2011年の東北日本太平洋岸沖地震 ・津波の規模の

想定失敗は、一般の多くの人々に、現在の科学の

あり方に不審を抱かせることとなった。この失敗

の原因については、専門家の間で、多くの、痛恨

を込めた反省と検討が行われている。筆者もこれ

について少し考察したことがあるヘ今回の小論

では、原発事故災害リスクの問題を例に、専門家

以外の人たちがあまり知らないと思われる、一つ

の欠陥問題を説明する。

福島第一原発の巨大事故は、原発の存在が生ん

でいる危険リスクの巨大さや、その事故の被害の

長期性を誰の眼にも明らかにした。だが、その問

題の深刻さが、人工物として他に比肩されるもの

がないほどの原発の複雑性と、科学 ・技術がそれ

に対応できていないことに関係することは、これ

まであまり指摘されていないように思われる。

科学は絶え間なく発展している。しかし、それ

は激しい専門分化を伴っている。たとえば、大飯

原発の再稼働問題一つをとってみても、関係する

科学 ・技術の総てに精通している者は、 実は世界

のどこにもいない。普通の原子物理学者は、原発

問題については素人である。原子力エネルギー問

題を総合的に研究している原子核工学者でさえ

も、原発の立地条件に関して良し悪しを論ずる能

力は持たない。地質を知らなし、からである。一方、

地球科学者にも、たとえて言えば、人体を観たこ

とがない医師のような者も存在する。このような

自称「地盤問題専門家」の発言を信用することは

危険である。



持続可能な発展の非現実性と

防災

災害・防災問題は、人間の生存、生活の問題で

あり、個別地域のそれは、グローパルなヒトの生

存の問題の具体的現れである。従って、一度高い

視点に立って、大きい視野で観る必要がある。

人間社会が、そして科学 ・技術が発展すれば、

災害対策も発展する。しかし、事故や災害の発生

要因は複雑化し、それらが発生した時の被害の規

模は大きくなる。原発事故はその典型例だが、地

震災害や河川災害などでも事態は同じである。 地

域の災害対策に関してみれば、都市化が進み、日

常的には、一見便利になればなるほど、災害に対

して脆弱となる。大阪は、東京以上にも、正にそ

のような形の、自然条件を無視した危険な「発展」

をしてきた典型である九

同様なことは全世界で起こっている。どこかで、

その方向を変えなければ、壊滅的打撃をうけるこ

とは避けがたし、。それは可能であろうか。

そもそも、人聞はミスを冒す動物である。コン

ビュータはしばしば不具合を起こす。従って’情報

化は災害をなくさず、むしろ複雑化、巨大化する。

しかし、社会の世界的情報化をとどめることは、

誰にも出来なし、。

サステイナブル・デイビロプメン卜と言う概念

が提唱されてからすでに久しし、。この言葉は、人

類社会の存続危機の問題を解決する道を明らかに

したものと、一般に考えられているように思われ

る。日本では、デイビロプメン卜が開発と訳され

たりして、しばしば、無責任な開発や利潤追求の

口実に使われる 9）。このようなすり替えを防ぐた

めには、「持続可能な社会」を造ると言う方が良い

だろう。ただし、この言葉も、課題を明確にした

ものではあるが、人類が抱えている生存の危機問

題の解決の道を示したわけではなIい。筆者の考え

では、この課題の解決は、もはや非現実的と言え

るほど困難な事態にある。 地球表層環境の、いわ

ゆる温暖化問題ーっとってみても、それが気象災

害の多発、大型化の要因であると考えられている

にもかかわらず、経済成長、GDPの拡大なしには、
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国も世界も成り立たない経済構造がある限り、止

まるところがない10）。

このままでは行きづまりは必至である。その事

態の中で地震や津波、洪水などの自然災害や人為

的事故が起こることの意味、つまり危機性を、冷

徹に把握しなければならなし、。規模によっては、

それらは社会経済を一国や世界的規模で破滅させ

る契機となるに充分である＼＼）。危機は、まずその

存在が認識されずには、決して回避、解決されな

い。そのことは、今、個別の災害や事故の教訓と

して、すでに見えているのだ。その教訓を社会的

構造 ・機構の解明に生かし、社会的素因を減殺す

ることが、個別の防災、減災だけでなく、グロー

パルな人間生存の方策を創生することにつなが

る。医療、保健に携わる人々が、このことを深く

認識され、まず個別の災害への具体的対応を検討

されることを希望してやまなし、。

さらに一つ強調したし、。あらゆる悪い場合を探

り、想定することが、防災の要諦である。 上にも

述べたように人聞はミスを冒す動物であり、コン

ビュータはときに不具合を起こすものである。こ

のことを踏まえて、災害対策やその教育の盲点を

なくし、対応を誤らないようにするためには、地

域住民にせよ医療 ・福祉関係者にせよ、普段から

の互いの交流、意見交換が望まれる。それは生活

や業務における、あらゆる行動の現場においてな

されなければ、実際に災害が起こ ったときに生か

すことが出来ない。

人の知的成熟段階に対応した

防災教育

小・中・高校、大学、あるいは社会人の教育は、

知的レベルの向上や、生業の専門分化に応じて変

えられなければならい。防災教育についてはこれ

がとくに問題である。

「釜石の奇跡」の小学生の場合は、 「ともかく逃

げよ」と教えて成功した。では、子供が成長する

につれて、災害についての何を、どの教科で教え

るか、また成人の社会人には、何を教えるかにつ

いては、検討、研究が必要である。この点で、日

本では、現在、 防災教育の体系が、まるでできて
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いないと言わざるをえない。

災害は多種、多様であるだけでなく、一種類の

自然災害、たとえば津波災害だけについてみても、

その様態は個別の津波ごとに、また場所によって

甚だしく異なる。テレビでは、水の壁のようなも

のの襲来や狂乱怒濡が写っていることが多い。と

ころが、ある場合には、襲来する津波を海岸で見

ても、水面が平滑なので恐怖を感じない。それが

見る聞に上昇してくるとは想像しない。専門家が、

津波警報がでたら海岸に見に行ってはならないと

言うのは、一つには、このようなことが起こりう

るからである 12）。

同様なことは、河川の洪水でもある。上記2013

年 9月の豪雨の際に、宇治川、 桂川、加茂川の上

流ダムからの放水操作のため、それら三川の洪水

のピークが合流地点でぶつかり、観月橋付近では、

橋桁上端にせまるまで水面が上昇した。ところが

水が停滞しているため恐怖を感じないのか、少な

からぬ市民が堤防に登り、あるいは、警察官や消

防の制止を振り切って橋を渡ろうとした。

「危ないところには近づくな」、「ともかく 逃げ

ろ」だけでは、なまじ自分の頭で判断しようとす

る大人に対する防災教育としては不十分である。

自然や社会についてのある程度の知識の習得が必

要である。自然について言えば、多分、中学教育

の物理や地学では足りなし、。社会人の場合には、

その業務にかかわる知識との総合も必要となる。

実は、災害専門家についても、同様な問題があ

ることについて、上に触れた。学問の専門分化に

伴い、専門聞に欠落や盲点が生じ、必要な学習、

研究が、意外に欠けているのである。医療や保健

に携わる皆さんの場合には、どういうレベルでの

知識の総合が必要なのだろうか。これまでにも検

討されているだろうが、関係者による具体的検討

が望まれるω。

どのような場合には何が起こりうるか、どうす

るべきかを判断する力は、知識を得るだけでは出

来なし、。この点では、日本における従来の教育に

は大きな欠陥があるように思われ。たとえは、確率

を数学で習っても、自然や社会に確率論的現象が

あることは教わっていないのでないだろうか＼.＼）。

『大阪保険医雑誌』 2014年2月号

渡りくる大紋災への儀え
＼ 

ノ

32 

ちなみに高校の地学は壊滅的状態に陥っている。

日本では、一般の人々の生きた自然への理解が100

年前に比べて甚だしく低下している。これも災害

が巨大化する一因である。

終わりに

小論の結論は、「はじめに」に述べ、またこのす

ぐ上の章に、少し違った、グローパルな視点から

繰り返した。防災教育において強調されねばなら

Jのは、第一にソフトの問題の重要性であり、災
害発生の基本的社会要因である。災害は自然現象

ではなく社会現象だからである。例としては少数

の問題しか挙げなかったが、そのいずれも、まさ

に当面の問題である。

上に触れた防災の諸問題に関係して、減災の思

想と具体的実行課題に触れるべきかも知れない

が、今回は省略する。生活減災の考え方について

は、「大阪保険医雑誌」の2011年 7月号に、室崎益

輝氏が論述しているので、参照されたい15）。
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 テーマ「診療報酬をめぐる政経メカニズム」（仮）
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一、〆切 3月3日（月）大阪府保険医協会必着
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